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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2026 年１月１日を効力発生日として、当社の 100％

子会社である株式会社アイ・エス・ピー（以下「ＩＳＰ」といいます。）を吸収合併（以下

「本合併」といいます。）することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたしま

す。なお、本合併は当社の完全子会社を対象とする合併であるため、開示事項・内容を一部省

略しております。 

 

記 
 
１. 本合併の目的 

当社グループにおける効率的な事業運営を目的として、本合併を行うことといたしまし

た。 本合併により、グループ内のソフトウェア開発・販売事業における経営資源と管理体

制の効率化を進め、当社グループの持続的な成長と企業価値の向上に努めてまいります。 

 

２．本合併の要旨 

 （１）合併の日程 

    取締役会決議日（当社）  2025 年 9 月 11 日 

合併契約締結日（両社）  2025 年 10 月 31 日 

合併期日（効力発生日）  2026 年 1 月１日（予定） 

※本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項に規定する簡易合併に該当し、Ｉ 

ＳＰにおいては同第 784 条第 1 項に規定する略式合併で該当するため、いずれも吸収 

合併契約承認の株主総会は開催いたしません。 

 

 （２）合併の方式 

    当社を存続会社とする吸収合併方式であり、ＩＳＰは解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

    本合併は、当社による完全子会社の吸収合併であるため、本合併による新株式の発行

及び金銭等の割当てはありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

 

 



 

３．合併会社の概要（令和 7 年 9 月 11 日現在） 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1)商号 株式会社土木管理総合試験所 株式会社アイ・エス・ピー 

(2)所在地 長野県千曲市雨宮 2347-3 
北海道札幌市中央区北四条西

20 丁目 2-6 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 下平 雄二 代表取締役社長 波場 貴士 

(4)事業内容 

土質・地質調査試験 

非破壊調査試験 

環境調査試験 

土木測量設計プログラムパッケ

ージの開発および販売 

(5)資本金 1,205 百万円 1,000 万円 

(6)設立年月日 昭和 60 年 10 月 1 日 平成 2 年 9 月 10 日 

(7)発行済株式総数 14,237,995 株 200 株 

(8)決算期 12 月 31 日 12 月 31 日 

(9)大株主及び持株比率 

株式会社 Feel    21.76% 

下平 雄二      11.16% 

土木管理総合試験所従業員持株

会          4.23% 

下平 美奈子      3.13% 

下平 絵里加      2.00% 

下平 真里奈      2.00% 

田中 勝明       1.90% 

松本土建株式会社    1.41% 

JPLLC CLIENT ASSETS-SK J（常

任代理人 シティバンク、エヌ・

エイ東京支店）     1.01% 

母袋 道也       1.01% 

株式会社土木管理総合試験所 

100％ 

(10)直近事業年度の経営成績及び財政状態 

決算期 2024 年 12 月期（連結） 2024 年 12 月期（単体） 

純資産 4,872 百万円 45 百万円 

総資産 7,028 百万円 51 百万円 

1 株当たり純資産 342.67 円 225,109 円 

売上高 7,346 百万円 72 百万円 

営業利益 581 百万円 △11 百万円 

経常利益 607 百万円 △10 百万円 

（親会社に帰属する）

当期純利益 
362 百万円 △24 百万円 

1 株当たり当期純利益 25.51 円 △118,152 円 



 

 
４．合併後の状況 

本合併により存続会社は消滅会社の事業を継承いたします。存続会社の名称、所在地、代

表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。 
 
５．今後の見通し 
  本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微で

あります。 
 

以 上 


